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FATF第4次相互審査の概要

FATF第4次相互審査は2013年に始まっ
た。米国、スイス、シンガポールほか既
に10か国以上が終了しており、日本に対
しても、オンサイトの審査が2019年秋
に実施される予定である。

今回の相互審査では、法令や金融監督
等、制度面の整備状況にとどまらず、む
しろ、制度に則った対策の有効性につい
ての評価に重点が置かれる。そのため、
個々の金融機関による対応状況が非常に
重要といえる。

審査済みの国に対する審査コメント等は
公表されており、それらを概観すること
により、審査の概要を把握することが可
能であるが、その結果はかなり厳しい。
ヒアリング事項の一例を示すと以下のと
おりである。FATFの目線は高く、本邦
金融機関にとって対応が難しいものも含
まれていることが読み取れる。

① リスクベース・アプローチ

・地政学的リスクを考慮したリスク評価
を実施しているか

・自動化されたスコアリングシステムに
基づいたリスク分類を実施しているか

・高リスクに分類された顧客に対し、取
引減少または取引中止またはより厳格
な顧客管理（EDD）を実施しているか

② テロ及びテロ資金供与に関する対象を
特定した経済制裁

・顧客との取引開始時と個別取引の実施
時の両方のタイミングで、リストベー
スの制裁に係るスクリーニングを実施
しているか

・顧客ベースと制裁対象リストとの突合
において、真の受益者、法人の署名権
者が突合の対象となっているか

③ 顧客管理

・真の受益者について、受領した情報を

確認し、追加的な書類や情報を通して
その情報を検証しているか

・真の受益者を特定できない場合、取引
関係を開始しない、或いは、個別の取
引を停止するといったルールがあるか

・顧客の状況に変化があった際の特別レ
ビューの実施がルール化されているか

④ コルレス取引

・コルレス先の管理として、オンサイト
の往訪を行っているか

・コルレス取引の開始に際して、相手方
銀行のコンプライアンス部署との面談
を実施しているか

本邦金融当局の対応

我が国は、2008年のFATF第3次審査で、
顧客管理を含む10の勧告について厳しい
評価を受け、二度にわたる犯罪収益移転
防止法（以下、犯収法）の改正等で対応
してきた。

～顧客のQOLを高めるリビングサービスの実現に向けて

健康増進型保険や健康サービスを筆頭とし、生命保険会社
によるヘルスケアビジネスへの参入が本格化している。今
後、生命保険会社がヘルスケア領域において、顧客に一番
に選ばれる存在となるためには、「顧客の本質的な欲求を正
確に捉え」「これを実現するための提供価値を見定め」
「具体的な形に創り上げていく」ことを避けては通れない。
そして、顧客の本質的な欲求に究極的に応えるためには、
保険業の枠に囚われない価値提供の仕組みを企図し、創り
上げるといった事業ドメイン拡張やビジネスモデル転換に
踏み出すことが求められるだろう。

本稿ではヘルスケアビジネスのその先として、顧客に提供
すべきサービスは何か、またその実現に向けたアジェンダ
について筆者の考察を述べたい。
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ヘルスケアビジネスの現状と動向

近年、本邦の生命保険会社各社によるヘ
ルスケアビジネスへの取り組みは、単な
る保険商品の提供に留まらず、医療･健
康相談や医療機関紹介、介護･見守り支
援、健康増進支援などリスクの事前判定･
可視化や抑制に至る付帯サービスにまで
提供範囲が拡がっている。今後も生命保
険会社による新商品･新サービスの開発
は、更に加速するとみられているが、最
終的に立ち返るところは、「顧客の欲求
をどう捉えるか」ではないだろうか。

近年の各社のヘルスケアビジネスへの取
り組み強化は、「万が一のリスクに対す
る備え」という従来の保険の価値提供か
ら「心身共に健康でありたい」「充実し
た人生を送りたい（QOLの向上）」とい
う顧客のより本質的な欲求を満たすため
の価値提供への取り組みと捉えられる。

生命保険会社によるヘルスケアビジネスの展望

本稿では、生命保険会社がヘルスケアビ
ジネスとして、今後どのように顧客の本
質的な欲求に応えていくべきか、そのた
めに何を実施すべきかについて提案したい。

ヘルスケアビジネスの展望

まずは生命保険会社による顧客提供価値
の成熟度について整理したい（図表1）。

- Level1：従来型保険から、
  Level2：新商品 ･ 新サービスの提供

「万が一のリスクに対する備え」という
顧客の欲求を充足する従来型の保険商品
の提供をLevel1とした場合、Level2は顧
客の本質的な欲求の一つである「心身共
に健康でありたい」に寄与する新商品･
新サービスの提供となる。具体的には、
健康増進型保険や健康サービスなどが挙
げられる。多くの本邦生命保険会社にお
けるヘルスケア領域の取り組みはこの段
階の途上にある。

- Level3：リビングサービスの提供

さて、今後Level2を実現した生命保険会
社が次に目指すべきヘルスケアビジネス
はどのようなものが考えられるか。最終
形の一つとして筆者らが考えるのは「リ
ビングサービス」という価値提供のかた
ちである。

これは、「充実した人生を送りたい（QOL

の向上）」という顧客の本質的･包括的
な欲求を満たすための価値提供である。
顧客または家族のQOLを向上するという
目的を考えた場合、提供すべきモノ･
サービスの幅は、保険の枠に留まらな
い。リビングサービスでは、非金融機関
を含む企業･機関と共存共栄できるビジ
ネスモデル（エコシステム）を築くこと
で、顧客にQOLの向上に必要な様々なモ
ノやサービスをワンストップで提供でき
るようになる。一方でその実現は、“言
うは易く行うは難し”であることは想像

に難くない。次項では、リビングサービ
スの実現に向けたアジェンダと要所につ
いて述べたい。

リビングサービス実現に向けた
アジェンダ

リビングサービスを実現するための7つ
のアジェンダを掲げた（図表2）。これ
らのうち、検討の要となる4つのアジェ
ンダについて述べていきたい。

- 顧客提供価値の定義

まずは、「顧客のどのような欲求を実現
したいのか」「そのために何をどのよう
に提供すべきか」の問いを突き詰めるこ
とが第一歩である。この際に重要なこと
は、企業の視点を排して、顧客視点（生
活者視点）で考えることである。

また、顧客を取り巻く環境やライフス
テージに応じて変化する欲求をいち早く、

確実に捉えるために、顧客接点を増やさ
なければならない。どのような顧客接点
を設けるかは生命保険会社だけではな
く、エコシステム全体（顧客体験全体）
の観点から、協業会社と共に検討する必
要がある。

- ビジネスモデルの構想

リビングサービスを提供するためには業
界･業種を跨いだ共存共栄体制が必要と
なるが、この原動力は各社が適正な条件
での収益源を確保することにある。エコ
システムの設計にあたっては、個社が自
社の利益に固執せず、エコシステム全体
としての付加価値の最大化を目的に置く
ことが重要である。エコシステムそのも
のの魅力を最大化することが、結果とし
て各社に大きな収益を生むことになるか
らである。協業会社の選定においても、
こういった方針に賛同してくれることが
基本条件となる。

- データ活用モデルの検討

Leve1～3の各段階において、顧客の属
性･契約情報、バイタル･行動データに加
え、顧客の生活に係るデータ（ライフプ
ランや趣味･嗜好等）が得ることができ
る。エコシステムで蓄積されるこれらの
データは、個々の顧客の欲求に対して
パーソナライズされた商品･サービスを
提供するためのインプットとなり、リビ
ングサービスにおける顧客提供価値の向
上を支える。

他方、蓄積されるデータから新しい収益
源を創り出すこともできる。例えば、統
計データ（匿名加工情報）の外部販売、
ヘルスケアに関するモニターの仲介、顧
客のパーソナルデータを基にしたマーケ
ティングプロモーション支援などであ
る。このように蓄積されるデータがリビ
ングサービスの最適化に活用･還元され
るだけではなく、新たな収益源を創出す

る可能性も秘めているのである。総じ
て、リビングサービスで得られる「デー
タ」を梃にしてビジネスを創出するとい
う発想も求められるのである。

- テクニカル要件の検討

リビングサービスの特性の整理なくし
て、あるべきITアーキテクチャは定めら
れない。例えば、リビングサービスで
は、多様な顧客接点を一元的に統合する
必要がある。また、顧客向けサービスの
開発では、顧客のフィードバックに基づ
き迅速な改修ができるよう短サイクルで
のリリースが求められよう。そして、エ
コシステムを構成する企業間のシステム
連携には柔軟性と機動性が求められる。
また、前述のデータ活用モデルを支える
統合的なデータ管理基盤とデータ人材も
必要となろう。

これらを踏まえると、リビングサービス
実現のためには、オムニチャネル化や
IoT活用、疎結合アーキテクチャ、API連
携、データプラットフォーム、アジャイ
ル志向といった新しい技術や考え方に備
える必要がある。

おわりに

最後にリビングサービス実現に向けての
要諦について触れておきたい。

まず、Level3の覇権を争うのは、生命保
険会社だけではないということだ。国内
外の巨大ITサービス企業や、医療機関･
医療メーカー、他の金融機関などもプ
ラットフォーマーを狙いうるのである。
それゆえ、顧客提供価値とそれを実現す
るエコシステムをどのように構築するべ
きかを見定め、柔軟に軌道修正を行いな
がら、迅速にエコシステム構築に舵を切
ることができるかが成功への近道ではな
いだろうか。

また、毎事業年度の金融レポートにおい
て、以下のようなレビュー結果を示し、
各金融機関の対応を促してもきている。

・形式的な導入にとどまり自金融機関の
特性等を踏まえたリスク評価及び実務
への反映が十分に行われていない先が
ある

・国際部門/事務統括部門とコンプライ
アンス部門との連携が不十分な先が
ある

その一方で、FATFの期待水準は犯収法
改正時と比較しても高くなっており、金
融機関にとってはムービング・ターゲッ
トといえる。また、地域金融機関の対応
状況は、金融庁が昨年実施したアンケー
ト結果を見ても、決して芳しいとは言え
ない状況である。

そのような中、金融庁は、本年2月に
「マネー・ローンダリング及びテロ資金
供与対策に関するガイドライン」（以

下、ガイドライン）を公表した。その内
容は、改正犯収法等をはるかに超える期
待水準となっている。例えば、「対応が
求められる事項」は各金融機関の対応が
必須のものであるが、その中には改正犯
収法では「努力義務」とされているもの
が多い。また、当該項目の対応が不十分
であった場合には業務改善命令もあり得
るとしている。

これらを見ても、金融庁が国の威信をか
け並々ならぬ意気込みで、第4次相互審
査に臨もうとしていることがわかる。

対応上の着眼点

今後、各金融機関は、1年半といった限
られた時間で対応することになるが、ガ
イドラインを参考に着眼点を示すと、以
下のとおりである。

① 全職員（特に経営陣と第1線である営
業部門）におけるAML/CFTの理解・
的確な実施、意識醸成

例：経営陣による率先垂範、Top5リス
クの一つとしての位置づけ、フォワー
ド・ルッキングなギャップ分析、組織横
断的な対応、経営レベルでの戦略的な人
材確保・教育、業績評価

② リスクベース・アプローチの過程で特
定・評価されたマネー・ローンダリ
ング及びテロ資金供与リスクの実効
的な低減

例：継続的な顧客管理（CDD）、取引モ
ニタリング・フィルタリング、記録の保
存、疑わしい取引の届出、これらの情報
の集約管理を可能にするITシステムの活
用・運用、データ管理（データガバナ
ンス）

③「3つの防衛線」の概念、もしくはそ
れと同等の効果が確保される体制下
での、各部門等の役割・責任の明確化

例：「3つの防衛線」の概念の導入、同概
念に基づいた各部門等の役割・責任の明
確化

④  グループベース管理態勢の整備
例：グループ全体としてのAML/CFTに
係る方針・手続・計画等の策定・実施

⑤  グローバル管理態勢の整備
例：海外拠点等が属する国・地域の法規
制・地政学的環境の違い等を踏まえた一
貫性ある態勢整備

“New” テクノロジーの活用による
実効的な対応

経営陣の積極的な関与の下、前述の着眼
点を念頭に対応が求められるが、まず
は、ガイドラインに基づきギャップ分析
を実施し、自らの課題を明らかにする必
要がある。次に、具体的な改善策を策定
のうえ、態勢整備を図っていくことにな
る。態勢整備は、業態、規模、業務等を
勘案したものでなければならない。研修
一つをとっても、一般的な理解を促す内
容にとどまらず、職員の担当業務に応じ
たテイラーメードなものを準備すること
が望まれる。

また、ガイドラインに則った対応をする
ためには、従来の延長線上の枠組のみで
コスト増を回避することは難しい。その
ような場合には、従来型の対応のみなら
ず、“New” テクノロジーの活用を検討
すべきである。そうすることにより、作
業効率性の向上にとどまらず、態勢の高
度化につなげることができる。

AML/CFT領域における “New” テクノロ
ジーとして、RPA，アナリティクス、AI

を挙げることができる。これらのアプ
ローチの傾向を示すと図表1のとおりで
ある。留意点としては、①RPA→AIの一
足飛びではなく、アナリティクスによる
高度化のステップが必要であること、②
RPAについては現行業務のみならず、将
来のシステム開発にも組み込み、効率化
を所与としていく、等が挙げられる。

弊社が担当させて頂いている様々な高度
化案件を参考にすると、図表2のとお
り、顧客管理（KYC）、経済制裁対応、
疑わしい取引といったAML/CFT領域の

代表的な課題に対して、“New” テクノ
ロジーは、活用の余地が非常に大きいこ
とがわかる。

まとめにかえて

AML/CFTに係るリスクは、巨額の制裁
金やレピュテーションの低下等、各金融
機関の経営を揺るがすものである。ま
た、AML/CFTを巡っては、メガバンク
等大規模な金融機関のみの問題との見解
も見受けられるが、全くの誤解である。
態勢が脆弱な金融機関が狙われる傾向が
強く、実際、既にそのような事例が発生
していることからも、規模の大小を問わ
ず、相応の対応が不可欠である。当年度
証券モニタリング基本方針にAML/CFT

が重点テーマとして掲げられていること
からも、銀行だけの問題ではない。

FATF第4次審査までの時間は限られてい
る。各金融機関においては、喫緊の課題
として、テクノロジーの活用も視野に入
れた効率的・実効的な態勢高度化を期待
したい。

そして、各種意思決定において、リスク
に寛容であることも重要である。海外を
見渡しても、現時点でLevel3を実現して
いる企業はごくわずかである。そのため
ビジネスモデルの将来性を含め、多くが
未知数であるが、リスクに対して熟慮し
つつも、迅速な意思決定を行えるリー
ダーシップが不可欠である。

多くの本邦企業が、ヘルスビジネスの成
熟度のLevel2にあると述べたが、海外で
はグーグル、アップル、アマゾンといっ
たITサービス企業によるヘルスケア産業
への進出が見られており、既にLevel3の
ようなエコシステムの実現に向けた準備
を進めていると考えてもおかしくない。
今後、顧客の本質的な欲求に応えるた
め、ヘルスケアビジネスのビジネスモデ
ルの転換が求められるなか、国内外の各
社の動きに引き続き注目していきたい。
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図表1  顧客提供価値の成熟度とリビングサービスイメージ
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において、真の受益者、法人の署名権
者が突合の対象となっているか

③ 顧客管理

・真の受益者について、受領した情報を

確認し、追加的な書類や情報を通して
その情報を検証しているか

・真の受益者を特定できない場合、取引
関係を開始しない、或いは、個別の取
引を停止するといったルールがあるか

・顧客の状況に変化があった際の特別レ
ビューの実施がルール化されているか

④ コルレス取引

・コルレス先の管理として、オンサイト
の往訪を行っているか

・コルレス取引の開始に際して、相手方
銀行のコンプライアンス部署との面談
を実施しているか

本邦金融当局の対応

我が国は、2008年のFATF第3次審査で、
顧客管理を含む10の勧告について厳しい
評価を受け、二度にわたる犯罪収益移転
防止法（以下、犯収法）の改正等で対応
してきた。

ヘルスケアビジネスの現状と動向

近年、本邦の生命保険会社各社によるヘ
ルスケアビジネスへの取り組みは、単な
る保険商品の提供に留まらず、医療･健
康相談や医療機関紹介、介護･見守り支
援、健康増進支援などリスクの事前判定･
可視化や抑制に至る付帯サービスにまで
提供範囲が拡がっている。今後も生命保
険会社による新商品･新サービスの開発
は、更に加速するとみられているが、最
終的に立ち返るところは、「顧客の欲求
をどう捉えるか」ではないだろうか。

近年の各社のヘルスケアビジネスへの取
り組み強化は、「万が一のリスクに対す
る備え」という従来の保険の価値提供か
ら「心身共に健康でありたい」「充実し
た人生を送りたい（QOLの向上）」とい
う顧客のより本質的な欲求を満たすため
の価値提供への取り組みと捉えられる。

本稿では、生命保険会社がヘルスケアビ
ジネスとして、今後どのように顧客の本
質的な欲求に応えていくべきか、そのた
めに何を実施すべきかについて提案したい。

ヘルスケアビジネスの展望

まずは生命保険会社による顧客提供価値
の成熟度について整理したい（図表1）。

- Level1：従来型保険から、
  Level2：新商品 ･ 新サービスの提供

「万が一のリスクに対する備え」という
顧客の欲求を充足する従来型の保険商品
の提供をLevel1とした場合、Level2は顧
客の本質的な欲求の一つである「心身共
に健康でありたい」に寄与する新商品･
新サービスの提供となる。具体的には、
健康増進型保険や健康サービスなどが挙
げられる。多くの本邦生命保険会社にお
けるヘルスケア領域の取り組みはこの段
階の途上にある。

- Level3：リビングサービスの提供

さて、今後Level2を実現した生命保険会
社が次に目指すべきヘルスケアビジネス
はどのようなものが考えられるか。最終
形の一つとして筆者らが考えるのは「リ
ビングサービス」という価値提供のかた
ちである。

これは、「充実した人生を送りたい（QOL

の向上）」という顧客の本質的･包括的
な欲求を満たすための価値提供である。
顧客または家族のQOLを向上するという
目的を考えた場合、提供すべきモノ･
サービスの幅は、保険の枠に留まらな
い。リビングサービスでは、非金融機関
を含む企業･機関と共存共栄できるビジ
ネスモデル（エコシステム）を築くこと
で、顧客にQOLの向上に必要な様々なモ
ノやサービスをワンストップで提供でき
るようになる。一方でその実現は、“言
うは易く行うは難し”であることは想像

に難くない。次項では、リビングサービ
スの実現に向けたアジェンダと要所につ
いて述べたい。

リビングサービス実現に向けた
アジェンダ

リビングサービスを実現するための7つ
のアジェンダを掲げた（図表2）。これ
らのうち、検討の要となる4つのアジェ
ンダについて述べていきたい。

- 顧客提供価値の定義

まずは、「顧客のどのような欲求を実現
したいのか」「そのために何をどのよう
に提供すべきか」の問いを突き詰めるこ
とが第一歩である。この際に重要なこと
は、企業の視点を排して、顧客視点（生
活者視点）で考えることである。

また、顧客を取り巻く環境やライフス
テージに応じて変化する欲求をいち早く、

確実に捉えるために、顧客接点を増やさ
なければならない。どのような顧客接点
を設けるかは生命保険会社だけではな
く、エコシステム全体（顧客体験全体）
の観点から、協業会社と共に検討する必
要がある。

- ビジネスモデルの構想

リビングサービスを提供するためには業
界･業種を跨いだ共存共栄体制が必要と
なるが、この原動力は各社が適正な条件
での収益源を確保することにある。エコ
システムの設計にあたっては、個社が自
社の利益に固執せず、エコシステム全体
としての付加価値の最大化を目的に置く
ことが重要である。エコシステムそのも
のの魅力を最大化することが、結果とし
て各社に大きな収益を生むことになるか
らである。協業会社の選定においても、
こういった方針に賛同してくれることが
基本条件となる。

- データ活用モデルの検討

Leve1～3の各段階において、顧客の属
性･契約情報、バイタル･行動データに加
え、顧客の生活に係るデータ（ライフプ
ランや趣味･嗜好等）が得ることができ
る。エコシステムで蓄積されるこれらの
データは、個々の顧客の欲求に対して
パーソナライズされた商品･サービスを
提供するためのインプットとなり、リビ
ングサービスにおける顧客提供価値の向
上を支える。

他方、蓄積されるデータから新しい収益
源を創り出すこともできる。例えば、統
計データ（匿名加工情報）の外部販売、
ヘルスケアに関するモニターの仲介、顧
客のパーソナルデータを基にしたマーケ
ティングプロモーション支援などであ
る。このように蓄積されるデータがリビ
ングサービスの最適化に活用･還元され
るだけではなく、新たな収益源を創出す

る可能性も秘めているのである。総じ
て、リビングサービスで得られる「デー
タ」を梃にしてビジネスを創出するとい
う発想も求められるのである。

- テクニカル要件の検討

リビングサービスの特性の整理なくし
て、あるべきITアーキテクチャは定めら
れない。例えば、リビングサービスで
は、多様な顧客接点を一元的に統合する
必要がある。また、顧客向けサービスの
開発では、顧客のフィードバックに基づ
き迅速な改修ができるよう短サイクルで
のリリースが求められよう。そして、エ
コシステムを構成する企業間のシステム
連携には柔軟性と機動性が求められる。
また、前述のデータ活用モデルを支える
統合的なデータ管理基盤とデータ人材も
必要となろう。

これらを踏まえると、リビングサービス
実現のためには、オムニチャネル化や
IoT活用、疎結合アーキテクチャ、API連
携、データプラットフォーム、アジャイ
ル志向といった新しい技術や考え方に備
える必要がある。

おわりに

最後にリビングサービス実現に向けての
要諦について触れておきたい。

まず、Level3の覇権を争うのは、生命保
険会社だけではないということだ。国内
外の巨大ITサービス企業や、医療機関･
医療メーカー、他の金融機関などもプ
ラットフォーマーを狙いうるのである。
それゆえ、顧客提供価値とそれを実現す
るエコシステムをどのように構築するべ
きかを見定め、柔軟に軌道修正を行いな
がら、迅速にエコシステム構築に舵を切
ることができるかが成功への近道ではな
いだろうか。

また、毎事業年度の金融レポートにおい
て、以下のようなレビュー結果を示し、
各金融機関の対応を促してもきている。

・形式的な導入にとどまり自金融機関の
特性等を踏まえたリスク評価及び実務
への反映が十分に行われていない先が
ある

・国際部門/事務統括部門とコンプライ
アンス部門との連携が不十分な先が
ある

その一方で、FATFの期待水準は犯収法
改正時と比較しても高くなっており、金
融機関にとってはムービング・ターゲッ
トといえる。また、地域金融機関の対応
状況は、金融庁が昨年実施したアンケー
ト結果を見ても、決して芳しいとは言え
ない状況である。

そのような中、金融庁は、本年2月に
「マネー・ローンダリング及びテロ資金
供与対策に関するガイドライン」（以

下、ガイドライン）を公表した。その内
容は、改正犯収法等をはるかに超える期
待水準となっている。例えば、「対応が
求められる事項」は各金融機関の対応が
必須のものであるが、その中には改正犯
収法では「努力義務」とされているもの
が多い。また、当該項目の対応が不十分
であった場合には業務改善命令もあり得
るとしている。

これらを見ても、金融庁が国の威信をか
け並々ならぬ意気込みで、第4次相互審
査に臨もうとしていることがわかる。

対応上の着眼点

今後、各金融機関は、1年半といった限
られた時間で対応することになるが、ガ
イドラインを参考に着眼点を示すと、以
下のとおりである。

① 全職員（特に経営陣と第1線である営
業部門）におけるAML/CFTの理解・
的確な実施、意識醸成

例：経営陣による率先垂範、Top5リス
クの一つとしての位置づけ、フォワー
ド・ルッキングなギャップ分析、組織横
断的な対応、経営レベルでの戦略的な人
材確保・教育、業績評価

② リスクベース・アプローチの過程で特
定・評価されたマネー・ローンダリ
ング及びテロ資金供与リスクの実効
的な低減

例：継続的な顧客管理（CDD）、取引モ
ニタリング・フィルタリング、記録の保
存、疑わしい取引の届出、これらの情報
の集約管理を可能にするITシステムの活
用・運用、データ管理（データガバナ
ンス）

③「3つの防衛線」の概念、もしくはそ
れと同等の効果が確保される体制下
での、各部門等の役割・責任の明確化

例：「3つの防衛線」の概念の導入、同概
念に基づいた各部門等の役割・責任の明
確化

④  グループベース管理態勢の整備
例：グループ全体としてのAML/CFTに
係る方針・手続・計画等の策定・実施

⑤  グローバル管理態勢の整備
例：海外拠点等が属する国・地域の法規
制・地政学的環境の違い等を踏まえた一
貫性ある態勢整備

“New” テクノロジーの活用による
実効的な対応

経営陣の積極的な関与の下、前述の着眼
点を念頭に対応が求められるが、まず
は、ガイドラインに基づきギャップ分析
を実施し、自らの課題を明らかにする必
要がある。次に、具体的な改善策を策定
のうえ、態勢整備を図っていくことにな
る。態勢整備は、業態、規模、業務等を
勘案したものでなければならない。研修
一つをとっても、一般的な理解を促す内
容にとどまらず、職員の担当業務に応じ
たテイラーメードなものを準備すること
が望まれる。

また、ガイドラインに則った対応をする
ためには、従来の延長線上の枠組のみで
コスト増を回避することは難しい。その
ような場合には、従来型の対応のみなら
ず、“New” テクノロジーの活用を検討
すべきである。そうすることにより、作
業効率性の向上にとどまらず、態勢の高
度化につなげることができる。

AML/CFT領域における “New” テクノロ
ジーとして、RPA，アナリティクス、AI

を挙げることができる。これらのアプ
ローチの傾向を示すと図表1のとおりで
ある。留意点としては、①RPA→AIの一
足飛びではなく、アナリティクスによる
高度化のステップが必要であること、②
RPAについては現行業務のみならず、将
来のシステム開発にも組み込み、効率化
を所与としていく、等が挙げられる。

弊社が担当させて頂いている様々な高度
化案件を参考にすると、図表2のとお
り、顧客管理（KYC）、経済制裁対応、
疑わしい取引といったAML/CFT領域の

代表的な課題に対して、“New” テクノ
ロジーは、活用の余地が非常に大きいこ
とがわかる。

まとめにかえて

AML/CFTに係るリスクは、巨額の制裁
金やレピュテーションの低下等、各金融
機関の経営を揺るがすものである。ま
た、AML/CFTを巡っては、メガバンク
等大規模な金融機関のみの問題との見解
も見受けられるが、全くの誤解である。
態勢が脆弱な金融機関が狙われる傾向が
強く、実際、既にそのような事例が発生
していることからも、規模の大小を問わ
ず、相応の対応が不可欠である。当年度
証券モニタリング基本方針にAML/CFT

が重点テーマとして掲げられていること
からも、銀行だけの問題ではない。

FATF第4次審査までの時間は限られてい
る。各金融機関においては、喫緊の課題
として、テクノロジーの活用も視野に入
れた効率的・実効的な態勢高度化を期待
したい。

そして、各種意思決定において、リスク
に寛容であることも重要である。海外を
見渡しても、現時点でLevel3を実現して
いる企業はごくわずかである。そのため
ビジネスモデルの将来性を含め、多くが
未知数であるが、リスクに対して熟慮し
つつも、迅速な意思決定を行えるリー
ダーシップが不可欠である。

多くの本邦企業が、ヘルスビジネスの成
熟度のLevel2にあると述べたが、海外で
はグーグル、アップル、アマゾンといっ
たITサービス企業によるヘルスケア産業
への進出が見られており、既にLevel3の
ようなエコシステムの実現に向けた準備
を進めていると考えてもおかしくない。
今後、顧客の本質的な欲求に応えるた
め、ヘルスケアビジネスのビジネスモデ
ルの転換が求められるなか、国内外の各
社の動きに引き続き注目していきたい。

ヘルスケアを起点とした顧客の本質的欲求と提供価値 リビングサービス イメージ

・従来型保険
  （医療・終身保険など）

・健康増進型保険
・健康サービス

・リビングサービス
  （右図参照）

顧客のライフジャーニーに寄り添うパートナーとして、
包括的なサービスを提供するエコシステムが構築される

顧客の本質的欲求
（顧客ニーズ）

Level
1

Level
2

Level
3

顧客への提供価値
（商品･サービスの形）

万が一のリスクに備えたい

心身共に健康でありたい

充実した人生を送りたい
（QOLの向上）

顧客

Lv.1
リスク補償

Lv.2
健康増進支援

Lv.3
QOLの向上

欲求 欲求

欲
求

レジャー

仕事 教育

旅行

住宅

ショッ
ピング

リタイア
メント

・・・
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図表2  リビングサービスを実現するための検討アジェンダとアプローチ

FATF第4次相互審査の概要

FATF第4次相互審査は2013年に始まっ
た。米国、スイス、シンガポールほか既
に10か国以上が終了しており、日本に対
しても、オンサイトの審査が2019年秋
に実施される予定である。

今回の相互審査では、法令や金融監督
等、制度面の整備状況にとどまらず、む
しろ、制度に則った対策の有効性につい
ての評価に重点が置かれる。そのため、
個々の金融機関による対応状況が非常に
重要といえる。

審査済みの国に対する審査コメント等は
公表されており、それらを概観すること
により、審査の概要を把握することが可
能であるが、その結果はかなり厳しい。
ヒアリング事項の一例を示すと以下のと
おりである。FATFの目線は高く、本邦
金融機関にとって対応が難しいものも含
まれていることが読み取れる。

① リスクベース・アプローチ

・地政学的リスクを考慮したリスク評価
を実施しているか

・自動化されたスコアリングシステムに
基づいたリスク分類を実施しているか

・高リスクに分類された顧客に対し、取
引減少または取引中止またはより厳格
な顧客管理（EDD）を実施しているか

② テロ及びテロ資金供与に関する対象を
特定した経済制裁

・顧客との取引開始時と個別取引の実施
時の両方のタイミングで、リストベー
スの制裁に係るスクリーニングを実施
しているか

・顧客ベースと制裁対象リストとの突合
において、真の受益者、法人の署名権
者が突合の対象となっているか

③ 顧客管理

・真の受益者について、受領した情報を

確認し、追加的な書類や情報を通して
その情報を検証しているか

・真の受益者を特定できない場合、取引
関係を開始しない、或いは、個別の取
引を停止するといったルールがあるか

・顧客の状況に変化があった際の特別レ
ビューの実施がルール化されているか

④ コルレス取引

・コルレス先の管理として、オンサイト
の往訪を行っているか

・コルレス取引の開始に際して、相手方
銀行のコンプライアンス部署との面談
を実施しているか

本邦金融当局の対応

我が国は、2008年のFATF第3次審査で、
顧客管理を含む10の勧告について厳しい
評価を受け、二度にわたる犯罪収益移転
防止法（以下、犯収法）の改正等で対応
してきた。

ヘルスケアビジネスの現状と動向

近年、本邦の生命保険会社各社によるヘ
ルスケアビジネスへの取り組みは、単な
る保険商品の提供に留まらず、医療･健
康相談や医療機関紹介、介護･見守り支
援、健康増進支援などリスクの事前判定･
可視化や抑制に至る付帯サービスにまで
提供範囲が拡がっている。今後も生命保
険会社による新商品･新サービスの開発
は、更に加速するとみられているが、最
終的に立ち返るところは、「顧客の欲求
をどう捉えるか」ではないだろうか。

近年の各社のヘルスケアビジネスへの取
り組み強化は、「万が一のリスクに対す
る備え」という従来の保険の価値提供か
ら「心身共に健康でありたい」「充実し
た人生を送りたい（QOLの向上）」とい
う顧客のより本質的な欲求を満たすため
の価値提供への取り組みと捉えられる。

本稿では、生命保険会社がヘルスケアビ
ジネスとして、今後どのように顧客の本
質的な欲求に応えていくべきか、そのた
めに何を実施すべきかについて提案したい。

ヘルスケアビジネスの展望

まずは生命保険会社による顧客提供価値
の成熟度について整理したい（図表1）。

- Level1：従来型保険から、
  Level2：新商品 ･ 新サービスの提供

「万が一のリスクに対する備え」という
顧客の欲求を充足する従来型の保険商品
の提供をLevel1とした場合、Level2は顧
客の本質的な欲求の一つである「心身共
に健康でありたい」に寄与する新商品･
新サービスの提供となる。具体的には、
健康増進型保険や健康サービスなどが挙
げられる。多くの本邦生命保険会社にお
けるヘルスケア領域の取り組みはこの段
階の途上にある。

- Level3：リビングサービスの提供

さて、今後Level2を実現した生命保険会
社が次に目指すべきヘルスケアビジネス
はどのようなものが考えられるか。最終
形の一つとして筆者らが考えるのは「リ
ビングサービス」という価値提供のかた
ちである。

これは、「充実した人生を送りたい（QOL

の向上）」という顧客の本質的･包括的
な欲求を満たすための価値提供である。
顧客または家族のQOLを向上するという
目的を考えた場合、提供すべきモノ･
サービスの幅は、保険の枠に留まらな
い。リビングサービスでは、非金融機関
を含む企業･機関と共存共栄できるビジ
ネスモデル（エコシステム）を築くこと
で、顧客にQOLの向上に必要な様々なモ
ノやサービスをワンストップで提供でき
るようになる。一方でその実現は、“言
うは易く行うは難し”であることは想像

に難くない。次項では、リビングサービ
スの実現に向けたアジェンダと要所につ
いて述べたい。

リビングサービス実現に向けた
アジェンダ

リビングサービスを実現するための7つ
のアジェンダを掲げた（図表2）。これ
らのうち、検討の要となる4つのアジェ
ンダについて述べていきたい。

- 顧客提供価値の定義

まずは、「顧客のどのような欲求を実現
したいのか」「そのために何をどのよう
に提供すべきか」の問いを突き詰めるこ
とが第一歩である。この際に重要なこと
は、企業の視点を排して、顧客視点（生
活者視点）で考えることである。

また、顧客を取り巻く環境やライフス
テージに応じて変化する欲求をいち早く、

確実に捉えるために、顧客接点を増やさ
なければならない。どのような顧客接点
を設けるかは生命保険会社だけではな
く、エコシステム全体（顧客体験全体）
の観点から、協業会社と共に検討する必
要がある。

- ビジネスモデルの構想

リビングサービスを提供するためには業
界･業種を跨いだ共存共栄体制が必要と
なるが、この原動力は各社が適正な条件
での収益源を確保することにある。エコ
システムの設計にあたっては、個社が自
社の利益に固執せず、エコシステム全体
としての付加価値の最大化を目的に置く
ことが重要である。エコシステムそのも
のの魅力を最大化することが、結果とし
て各社に大きな収益を生むことになるか
らである。協業会社の選定においても、
こういった方針に賛同してくれることが
基本条件となる。

- データ活用モデルの検討

Leve1～3の各段階において、顧客の属
性･契約情報、バイタル･行動データに加
え、顧客の生活に係るデータ（ライフプ
ランや趣味･嗜好等）が得ることができ
る。エコシステムで蓄積されるこれらの
データは、個々の顧客の欲求に対して
パーソナライズされた商品･サービスを
提供するためのインプットとなり、リビ
ングサービスにおける顧客提供価値の向
上を支える。

他方、蓄積されるデータから新しい収益
源を創り出すこともできる。例えば、統
計データ（匿名加工情報）の外部販売、
ヘルスケアに関するモニターの仲介、顧
客のパーソナルデータを基にしたマーケ
ティングプロモーション支援などであ
る。このように蓄積されるデータがリビ
ングサービスの最適化に活用･還元され
るだけではなく、新たな収益源を創出す

る可能性も秘めているのである。総じ
て、リビングサービスで得られる「デー
タ」を梃にしてビジネスを創出するとい
う発想も求められるのである。

- テクニカル要件の検討

リビングサービスの特性の整理なくし
て、あるべきITアーキテクチャは定めら
れない。例えば、リビングサービスで
は、多様な顧客接点を一元的に統合する
必要がある。また、顧客向けサービスの
開発では、顧客のフィードバックに基づ
き迅速な改修ができるよう短サイクルで
のリリースが求められよう。そして、エ
コシステムを構成する企業間のシステム
連携には柔軟性と機動性が求められる。
また、前述のデータ活用モデルを支える
統合的なデータ管理基盤とデータ人材も
必要となろう。

これらを踏まえると、リビングサービス
実現のためには、オムニチャネル化や
IoT活用、疎結合アーキテクチャ、API連
携、データプラットフォーム、アジャイ
ル志向といった新しい技術や考え方に備
える必要がある。

おわりに

最後にリビングサービス実現に向けての
要諦について触れておきたい。

まず、Level3の覇権を争うのは、生命保
険会社だけではないということだ。国内
外の巨大ITサービス企業や、医療機関･
医療メーカー、他の金融機関などもプ
ラットフォーマーを狙いうるのである。
それゆえ、顧客提供価値とそれを実現す
るエコシステムをどのように構築するべ
きかを見定め、柔軟に軌道修正を行いな
がら、迅速にエコシステム構築に舵を切
ることができるかが成功への近道ではな
いだろうか。

また、毎事業年度の金融レポートにおい
て、以下のようなレビュー結果を示し、
各金融機関の対応を促してもきている。

・形式的な導入にとどまり自金融機関の
特性等を踏まえたリスク評価及び実務
への反映が十分に行われていない先が
ある

・国際部門/事務統括部門とコンプライ
アンス部門との連携が不十分な先が
ある

その一方で、FATFの期待水準は犯収法
改正時と比較しても高くなっており、金
融機関にとってはムービング・ターゲッ
トといえる。また、地域金融機関の対応
状況は、金融庁が昨年実施したアンケー
ト結果を見ても、決して芳しいとは言え
ない状況である。

そのような中、金融庁は、本年2月に
「マネー・ローンダリング及びテロ資金
供与対策に関するガイドライン」（以

下、ガイドライン）を公表した。その内
容は、改正犯収法等をはるかに超える期
待水準となっている。例えば、「対応が
求められる事項」は各金融機関の対応が
必須のものであるが、その中には改正犯
収法では「努力義務」とされているもの
が多い。また、当該項目の対応が不十分
であった場合には業務改善命令もあり得
るとしている。

これらを見ても、金融庁が国の威信をか
け並々ならぬ意気込みで、第4次相互審
査に臨もうとしていることがわかる。

対応上の着眼点

今後、各金融機関は、1年半といった限
られた時間で対応することになるが、ガ
イドラインを参考に着眼点を示すと、以
下のとおりである。

① 全職員（特に経営陣と第1線である営
業部門）におけるAML/CFTの理解・
的確な実施、意識醸成

例：経営陣による率先垂範、Top5リス
クの一つとしての位置づけ、フォワー
ド・ルッキングなギャップ分析、組織横
断的な対応、経営レベルでの戦略的な人
材確保・教育、業績評価

② リスクベース・アプローチの過程で特
定・評価されたマネー・ローンダリ
ング及びテロ資金供与リスクの実効
的な低減

例：継続的な顧客管理（CDD）、取引モ
ニタリング・フィルタリング、記録の保
存、疑わしい取引の届出、これらの情報
の集約管理を可能にするITシステムの活
用・運用、データ管理（データガバナ
ンス）

③「3つの防衛線」の概念、もしくはそ
れと同等の効果が確保される体制下
での、各部門等の役割・責任の明確化

例：「3つの防衛線」の概念の導入、同概
念に基づいた各部門等の役割・責任の明
確化

④  グループベース管理態勢の整備
例：グループ全体としてのAML/CFTに
係る方針・手続・計画等の策定・実施

⑤  グローバル管理態勢の整備
例：海外拠点等が属する国・地域の法規
制・地政学的環境の違い等を踏まえた一
貫性ある態勢整備

“New” テクノロジーの活用による
実効的な対応

経営陣の積極的な関与の下、前述の着眼
点を念頭に対応が求められるが、まず
は、ガイドラインに基づきギャップ分析
を実施し、自らの課題を明らかにする必
要がある。次に、具体的な改善策を策定
のうえ、態勢整備を図っていくことにな
る。態勢整備は、業態、規模、業務等を
勘案したものでなければならない。研修
一つをとっても、一般的な理解を促す内
容にとどまらず、職員の担当業務に応じ
たテイラーメードなものを準備すること
が望まれる。

また、ガイドラインに則った対応をする
ためには、従来の延長線上の枠組のみで
コスト増を回避することは難しい。その
ような場合には、従来型の対応のみなら
ず、“New” テクノロジーの活用を検討
すべきである。そうすることにより、作
業効率性の向上にとどまらず、態勢の高
度化につなげることができる。

AML/CFT領域における “New” テクノロ
ジーとして、RPA，アナリティクス、AI

を挙げることができる。これらのアプ
ローチの傾向を示すと図表1のとおりで
ある。留意点としては、①RPA→AIの一
足飛びではなく、アナリティクスによる
高度化のステップが必要であること、②
RPAについては現行業務のみならず、将
来のシステム開発にも組み込み、効率化
を所与としていく、等が挙げられる。

弊社が担当させて頂いている様々な高度
化案件を参考にすると、図表2のとお
り、顧客管理（KYC）、経済制裁対応、
疑わしい取引といったAML/CFT領域の

代表的な課題に対して、“New” テクノ
ロジーは、活用の余地が非常に大きいこ
とがわかる。

まとめにかえて

AML/CFTに係るリスクは、巨額の制裁
金やレピュテーションの低下等、各金融
機関の経営を揺るがすものである。ま
た、AML/CFTを巡っては、メガバンク
等大規模な金融機関のみの問題との見解
も見受けられるが、全くの誤解である。
態勢が脆弱な金融機関が狙われる傾向が
強く、実際、既にそのような事例が発生
していることからも、規模の大小を問わ
ず、相応の対応が不可欠である。当年度
証券モニタリング基本方針にAML/CFT

が重点テーマとして掲げられていること
からも、銀行だけの問題ではない。

FATF第4次審査までの時間は限られてい
る。各金融機関においては、喫緊の課題
として、テクノロジーの活用も視野に入
れた効率的・実効的な態勢高度化を期待
したい。

そして、各種意思決定において、リスク
に寛容であることも重要である。海外を
見渡しても、現時点でLevel3を実現して
いる企業はごくわずかである。そのため
ビジネスモデルの将来性を含め、多くが
未知数であるが、リスクに対して熟慮し
つつも、迅速な意思決定を行えるリー
ダーシップが不可欠である。

多くの本邦企業が、ヘルスビジネスの成
熟度のLevel2にあると述べたが、海外で
はグーグル、アップル、アマゾンといっ
たITサービス企業によるヘルスケア産業
への進出が見られており、既にLevel3の
ようなエコシステムの実現に向けた準備
を進めていると考えてもおかしくない。
今後、顧客の本質的な欲求に応えるた
め、ヘルスケアビジネスのビジネスモデ
ルの転換が求められるなか、国内外の各
社の動きに引き続き注目していきたい。

検討アジェンダ アプローチ

・顧客の本質的な欲求・ニーズの把握
・顧客接点、顧客体験の設計

・新ビジネスの事業性、収益性の検証

・取得データによるサービスの実現性
と収益源の創出の検証

・新ビジネスにおけるオペレーション、
運営ガバナンス、体制の設計

・リビングサービスの特性を踏まえた
ITアーキテクチャの計画と技術検証

・計画（実行体制・スコープ・スケジュー
ルなど）策定

① 顧客提供価値
① 顧客提供価値

受益者 価値提供 収益源 パートナー データ

属性

研究機関

パートナー

官公庁

広告最適化

データ把握

送客手数料

データ購入料

リスクへの備え

ヘルスデータ
販売

プラットフォーム
利用料

予防・検知
保険料

登録料

研究機関

ヘルスケア企業

サービス提供者

外部データ会社

バイタル

医療

ライフプラン

趣味・嗜好

官公庁

研究モニター

顧客
 （個人･法人）
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